
第 1 号

河 川 名

路 線 名

委託箇所 た　つ　の　市  揖保川  町 地内

工    種

令和 ６ 年度 地籍調査（揖保川町片島の一部（２））業務委託 設   計   書

地籍調査

片島

た　つ　の　市

実 施



実    施 ・揖保川町片島の一部（2）

（前回変更） 　　Ｃ工程（地籍図根三角測量） 0.08㎢

　　Ｅ工程（一筆地調査） 0.08㎢

　　ＦⅠ工程（細部図根測量） 0.08㎢

　　ＦⅡ－1工程（一筆地測量） 0.08㎢

　　ＦⅡ－2工程（原図作成等） 0.08㎢

　　G工程（地積測定） 0.08㎢

　　H1工程（地籍図・地籍簿案作成）0.08㎢

１式

　　地籍図複製

（起工又は変更理由）

　また、前年度に行った龍野町日飼３地区の閲覧業務を行うものです。

委  託  概  要

今 回 変 更 増  減  額

請 負 ・ 委 託
履行日数
または

履行期限

委        託        費

設 計 額

（内消費税額）

請 負 額

（内消費税額）

令和7年2月28日

基準適用日

（R6.4.1）

執行方法



当初設計

揖保川町片島の一部（２） 式 1 第 1号明細表

直接作業費

打合せ費 式 1 第 2号明細表

交通費 式 1 第 3号明細表

調査費

諸経費 式 1

た つ の 市

種      別工      種費      目 単位細      目 摘         　要

委        託        費        内        訳        書

金      額単      価数      量



当初設計

調査費+諸経費

消費税相当額 式 1

総      計

た つ の 市

単位 数      量 単      価 金      額費      目 工      種 種      別 細      目

委        託        費        内        訳        書

摘         　要



×
× ×

× ×
×

×
× × × ×

× × × ×
× × × ×

× × × ×

第7号単価表

ＦⅡ-1工程
αFⅡ-1 βFⅡ-1 γFⅡ-1 δFⅡ-1 εFⅡ-1

式

第4号単価表

1H1工程

1

FⅡ-1工程 一筆地測量 1 式

第6号単価表

E工程 材料 式

第5号単価表

G工程 式1

FⅡ-2工程 材料 式1

1

δＦⅠ εＦⅠ

δＥ

G工程
γG

ＦⅠ工程
αＦⅠ βＦⅠ γＦⅠ

摘　　要

Ｅ工程

作業条件の変化に対する係数 連乗計数

計

Ｅ工程
材料

γFⅡ-1 δFⅡ-1

αＥ γＥ

第5号単価表

第2-1号単価表

第3号単価表

FⅡ-2工程 原図作成等 式

FⅠ工程 細部図根測量 式

第2号単価表

1

○

金　　額

E工程 一筆地調査 式1

第 1 号明細表

H1工程
γH

C工程 地籍図根三角測量 式1 第1号単価表

C工程
αＣ ＹＣ

連乗計数

揖保川町片島の一部（２）

地籍図・地籍簿案作成

地積測定

摘　　　要費目・工種 種別 数量 単位 基本金額
実施面積

連乗計数×

面積

変化率



作業条件の変化に対する係数 変化率 摘　　要

計

- -

-

第8号-2単価表

第8号-1単価表
回

-

打合せ費 中間 回

摘　　　要

○ 打合せ費

費目・工種 種別 数量 単位 基本金額 変化率 実施面積 金　　額

第 2 号明細表

打合せ費 初回・最終



作業条件の変化に対する係数 変化率 摘　　要

計

- - 第9号単価表
交通費

揖保川町片島の一部
（２）

日

交通費

費目・工種 種別 数量 単位 基本金額 変化率 実施面積 金　　額 摘　　　要

第 3 号明細表 ○



縮尺　１／５００ 電子基準点のみを与点とする（整合点検無）

金属標 伐採無し

図根点保護無し GNSS　アンテナタワーなし

地区コード : 20242822901 直接作業費 円／K㎡

地　区　名 : 揖保川町片島の一部（２）

名称 規格 内業 外業 数量 単位 単価 金額 備考

１．直接人件費及び賃金

測量主任技師 人

測量技師 人

測量技師補 人

測量助手 人

小計 ①

測量補助員 人

小計 ②

２．需用費（材料費）

金属標（公共用） φ75×90㎜ 本

雑品費 材料費の ％

小計 ③

３．機械経費

ＧＮＳＳ測量機 1級 台／日

GNSS解析用計算機 解析ソフト含む 台／日

小計 ④

雑器具費 (①～④)の ％

小計 ⑤

４．消耗品費等

消耗品費等 (①～⑤)の ％

小計 ⑥

５．精度管理費

精度管理費 (①＋②＋④＋⑤)

小計 ⑦

計

工程別単価表　Ｃ工程（地籍図根三角測量）

第1号
地籍調査事業一般(外注)



縮尺　１／５００

関連資料整理、住所不明所有者等の調査結果の整理、市町村境界調査、代位登記の申請　無

地区コード : 20242822901 直接作業費 円／K㎡

地　区　名 : 揖保川町片島の一部（２） 材料費 円／K㎡

名称 規格 内業 外業 数量 単位 単価 金額 備考

１．直接人件費及び賃金

測量主任技師 人

測量技師 人

測量技師補 人

測量助手 人

小計 ①

測量補助員 人

小計 ②

２．材料費

筆界杭 4.5×4.5×45㎝ 本

雑品費 ％

小計 ③

３．消耗品費等 ①＋②＋③ ％

小計 ④

計

第2号

工程別単価表　Ｅ工程（一筆地調査）

地籍調査事業一般(外注)



縮尺　１／５００

関連資料整理、住所不明所有者等の調査結果の整理、市町村境界調査、代位登記の申請　無

地区コード : 20242822901

地　区　名 : 揖保川町片島の一部（２） 材料費 円

名称 規格 内業 外業 数量 単位 単価 金額 備考

１．材料費

筆界杭 4.5×4.5×45㎝ 本

雑品費 ％

小計

標準本数 連乗計数 実施面積 筆界杭

× × ＝

本

計

地籍調査事業一般(外注)
第2-1号

工程別単価表　Ｅ工程（一筆地調査）

※筆界杭本数は下記にて計算　　



縮尺　１／５００

地区コード : 20242822901 直接作業費 円／K㎡

地　区　名 : 揖保川町片島の一部（２）

名称 規格 内業 外業 数量 単位 単価 金額 備考

１．直接人件費及び賃金

測量主任技師 人

測量技師 人

測量技師補 人

測量助手 人

小計 ①

測量補助員 人

小計 ②

２．需用費（材料費）

プラ杭 4.5×4.5×45cm 本

金属標（公共用） φ50×90㎜ 本

雑品費 材料費の ％

小計 ③

３．機械経費

ﾄｰﾀﾙｽﾃｰｼｮﾝ ２級 台／日

ﾊﾟｰｿﾅﾙｺﾝﾋﾟｭｰﾀ 台／時

小計 ④

雑器具費 (①～④)の ％

小計 ⑤

４．消耗品費等

消耗品費等 (①～⑤)の ％

小計 ⑥

５．精度管理費

精度管理費 (①＋②＋④＋⑤)

小計 ⑦

計

工程別単価表　FⅠ工程（地籍細部測量）

第3号
地籍調査事業一般(外注)



縮尺　1/500

地区コード : 20242822901 直接作業費 円／K㎡

地　区　名 : 揖保川町片島の一部（２）

名称 規格 内業 外業 数量 単位 単価 金額 備考

１．直接人件費及び賃金

測量技師 人

測量技師補 人

測量助手 人

小計 ①

測量補助員 人

小計 ②

３．機械経費

ﾄｰﾀﾙｽﾃｰｼｮﾝ ２級 台／日

ﾊﾟｰｿﾅﾙｺﾝﾋﾟｭｰﾀ 台／時

小計 ③

雑器具費 (①～③)の ％

小計 ④

４．消耗品費等

消耗品費等 (①～④)の ％

小計 ⑤

５．精度管理費

精度管理費 (①＋②＋③＋④)

小計 ⑥

計

工程別単価表　ＦⅡ－1工程（一筆地測量）

第4号
地籍調査事業一般(外注)



縮尺　1/500

原図　  枚/K㎡

地区コード : 20242822901 直接作業費 円／K㎡

地　区　名 : 揖保川町片島の一部（２） 材料費 円／Ｋ㎡

名称 規格 内業 外業 数量 単位 単価 金額 備考

１．直接人件費及び賃金

測量技師 人

測量技師補 人

測量助手 人

小計 ①

２．需用費（材料費）

ﾎﾟﾘｴｽﾃﾙﾌｨﾙﾑ #300　29.7×42（A3版） 枚

雑品費 材料費の ％

小計 ②

３．機械経費

ｲﾝｸｼﾞｪｯﾄﾌﾟﾛｯﾀ A1版 台／日

ﾊﾟｰｿﾅﾙｺﾝﾋﾟｭｰﾀ 台／時

小計 ③

雑器具費 (①～③)の ％

小計 ④

計

地籍調査事業一般(外注)
第5号

工程別単価表　ＦⅡ－2工程（原図作成等）



縮尺　１／５００

地区コード : 20242822901 直接作業費 円／K㎡

地　区　名 : 揖保川町片島の一部（２）

名称 規格 内業 外業 数量 単位 単価 金額 備考

１．直接人件費及び賃金

測量技師 人

測量技師補 人

測量助手 人

小計 ①

２．需用費（材料費）

CD-R 700MB 枚

雑品費 材料費の ％

小計 ②

３．機械経費

ﾊﾟｰｿﾅﾙｺﾝﾋﾟｭｰﾀ 台／時

小計 ③

雑器具費 (①～③)の ％

小計 ④

４．精度管理費

精度管理費 (①＋③＋④)

小計 ⑤

計

工程別単価表　Ｇ工程（地積測定）

第6号
地籍調査事業一般(外注)



縮尺　１／５００

地区コード : 20242822901 直接作業費 円／K㎡

地　区　名 : 揖保川町片島の一部（２）

名称 規格 内業 外業 数量 単位 単価 金額 備考

１．賃金

測量技師 人

測量技師補 人

測量助手 人

小計 ①

５．消耗品費等

消耗品費等 直接作業費の ％

小計 ②

計

工程別単価表　Ｈ１工程（地籍簿案作成等）

第7号
地籍調査事業一般(外注)



打合せ1回

地区コード : 直接作業費 円／回

地　区　名 : 共通

名称 規格 内業 外業 数量 単位 単価 金額 備考

１．直接人件費及び賃金

測量主任技師 人

測量技師 人

計

1回当たり単価

地籍調査事業一般(外注)
第8号-1

工程別単価表　打合せ（初回・最終）



打合せ1回

地区コード : 直接作業費 円／回

地　区　名 : 共通

名称 規格 内業 外業 数量 単位 単価 金額 備考

１．直接人件費及び賃金

測量主任技師 人

測量技師補 人

計

1回当たり単価

工程別単価表　打合せ（中間）

第8号-2
地籍調査事業一般(外注)



Ｅ工程

Ｃ工程

旅費 ・交通費の員数計算表 （1：500）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

各  工  程  外  業  人  数 旅 費 交 通 費 日 数

測量助手測量技師補 測量助手連乗計数×面積

ＦⅠ工程

工程 連乗計 測量技師 測量技師補面積 測量技師

ＦⅡ-1工程

揖保川町片島の一部（２）

打合せ

測量技師補

台・日＝＋ライトバン日数＝ 3

打合せ日数

初回・中間・最終の３回



地区コード : 直接作業費 円／日

地　区　名 : 共通

名称 規格 内業 外業 数量 単位 単価 金額 備考

１．交通費

ﾗｲﾄﾊﾞﾝ運転経費 1500cc 日

計

1日当たり単価

工程別単価表　交通費

第9号
地籍調査事業一般(外注)



計画区面積 0.08 k㎡

調査前筆数 341 筆

調査後筆数 306 筆

一筆平均面積
(調査前)

235 ㎡

一筆平均面積
(調査後)

261 ㎡

周    長 1.7 km

縮    尺

精    度

傾斜条件

視通条件

筆の形状

周長2／面積 36.13 倍

測量方法

実施工程

ＦⅡ-1工程

ＦⅠ工程

Ｃ工程

Ｅ工程

地上数値法

1/500

不整形

市街Ⅱ

平坦地

甲3

地  籍  調  査  実  施  区  域  調  書　　　　　

揖保川町片
島の一部
（２）

Ｈ１工程

Ｇ工程

ＦⅡ-2工程



位 置 図

委託名： 地籍調査 (揖保川町片島の一部（２）)業務委託

委託箇所：たつの市揖保川町片島地内

都市建設部用地課

調査面積：0.08㎢

たつの市揖保川町片島の一部（２）

業務箇所



たつの市地籍調査事業仕様書 
 

第１章 総 則 
 

（適用範囲） 

第１条  本仕様書は、たつの市（以下「甲」という。）が国土調査法（昭和 26 年法律第

180 号）に基づいて実施する地籍調査事業の地上数値法による地籍測量業務（地上

数値法）および一筆地調査業務（以下「本業務」という。）に適用する。 
 
（関係法令等） 

第２条  本業務は、下記の関係法令、関係通達および参考文献等に準拠して行うものと

する。 
（１）国土調査法（昭和２６年法律第１８０号） 
（２）国土調査施行令（昭和２７年政令第５９号） 
（３）地籍図の様式を定める省令（昭和６１年総理府令第５４号） 
（４）地籍簿の様式を定める省令（昭和５３年総理府令第３号） 
（５）地籍調査作業規程準則（昭和３２年総理府令第７１号） 

同運用規準（平成１４年国土国第５９０号国土交通省土地・水資源局長通知） 
（６）地籍調査事業工程管理及び検査規程並びに同細則 

（平成１４年国土国第５９１号国土交通省土地・水資源局長通知） 
（７）地籍調査事業の工程管理及び検査の手引き（社団法人 全国国土調査協会） 
（８）地籍調査の成果の認証の請求及び認証の承認申請に係る添付図書の作成要領 
（９）地籍測量及び地積測定における作業の記録及び成果の記載例 

（社団法人 日本国土調査測量協会） 
（10）地籍調査成果電子納品要領（平成１７年国土交通省土地・水資源局） 
（11）測量法（昭和２４年法律１８８号） 
（12）地籍調査事業（外注）実施要領（平成 15 年国土国 504 号国土調査課長通知） 
（13）地籍調査外注化マニュアル 
（14）公共測量作業規程 
（15）その他関係法令、諸通達及び通知等 

 
（疑 義） 
第３条  本業務の実施にあたり、本仕様書に定めのない事項、又は本仕様書の解釈に疑

義が生じた場合は、「甲」と受注者（以下「乙」という。）が協議し「甲」の指示に

従い業務を遂行するものとする。 



（実施計画） 

第４条  「乙」は、契約締結後速やかに業務実施計画書、着手届、工程表、管理技術者

届、作業員名簿を監督員に提出し、承認を得るものとする。 
また、これらを変更するときも同様とする。 

 

（管理技術者） 

第５条  「乙」において選任する管理技術者は、土地家屋調査士、地籍調査管理技術者、

地籍主任調査員、地籍工程管理士のいずれかの資格を有する者とする。 
 
（官公庁その他への手続き等） 

第６条  業務遂行のために必要な関係官公庁その他に対する諸手続きは迅速に処理しな

ければならない。 
２   「乙」は、官公庁その他に対して交渉を要するとき又は受けたときは、延滞な

くその旨を「甲」に申し出なければならない。 
 
（貸与資料等） 

第７条  「甲」は、「乙」に対して本業務遂行のために必要な資料を貸与するものとする。 
２   「乙」は、貸与品等について厳重に保管しなければならない。なお、業務完了時 

には速やかに「甲」に返還しなければならない。 
 
（守秘義務） 

第８条  「乙」は、本業務の遂行上知り得た全ての情報について第三者に漏洩してはな

らない。これは、本業務完了後も適用する。 
   ２  業務上収集した情報を「甲」の許可なく複写及び加工し、持ち出してはならな

い。 
 
（作業の確認） 
第９条  「乙」は、本業務の作業段階ごとに作業内容、作業手法等を「甲」と協議を行

い、協議結果を打合せ簿等に記録し、その都度「甲」に提出するものとする。 
２    業務実施期間中、「乙」は「甲」に業務の進捗状況を随時報告するものとする。 
３    工期内に完了した作業等について、「甲」から成果等の一部提出を求められた場

合、「乙」は速やかにこれに対応しなければならない。 
 

 

 

 



（土地立入証及び土地立入り） 
第１０条  「乙」は、業務の実施にあたり、「甲」が発行する国土調査法第２４条第３項

の規程に基づく土地立入証及び身分証明書を常時携帯し、関係人の請求があれ

ばこれを提示するものとする。 
   ２  「乙」は、業務終了後、速やかに土地立入証を「甲」に返納すること。 

３  「乙」は、調査のため他人の土地に立ち入る場合は、あらかじめ当該土地所 
有者または既住者にその旨を通知しなければならない。 

    
（損害の補償） 

第１１条  本業務において、「乙」が第三者に損害等を与えた場合は、「乙」の責任にお

いて補償するものとする。また、これらの事項が発生した場合は、速やかに監

督員に報告しなければならない。 
 
（誤りの訂正） 

第１２条  「乙」は、本業務の成果品を引き渡した後においても、現地と成果品の不一

致ならびに技術的に不適当な測量、その他明らかに契約不適合と判断される事

項については、責任をもって訂正、再測量等を実施しなければならない。 
 
（保 安） 

第１３条  「乙」は、業務を行うにあたり作業の安全に留意し、事故又は災害等の防止

に努めなければならない。 
２  本業務従事者は常に言動には十分注意し、無益の摩擦や紛争を起こさないこ

と。 
３   本業務中に事故が発生したとき又は事故が発生する恐れのあるときは、延滞

なく「甲」に報告しなければならない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



第２章 業務概要 
 

（業務概要） 

第１４条  本業務の概要は、下記に示すとおりである。 

（１）実施区域 揖保川町 
 片島の一部（２） 

（２）実施範囲 別図に示すとおり 
（３）精  度 甲 3 
（４）調査面積 0.08k ㎡ 
（５）作業工程 下記 
（６）縮  尺 1／500 
（７）傾斜区分 平坦地 
（８）視通状況 市街Ⅱ 

（９）筆数 
調査前 341 筆 
調査後 306 筆 

（10）筆の形状 不整形 
 
 
下記（揖保川町片島の一部（２）作業工程） 
 Ｃ工程・・・地籍図根三角測量 
Ｅ工程・・・一筆地調査 
ＦⅠ工程・・・細部図根測量 
ＦⅡ－1 工程・・・一筆地測量 
ＦⅡ－2 工程・・・原図作成等 
Ｇ工程・・・・・・地積測定 

Ｈ１工程・・・・・地籍簿案作成等 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 



第３章 地籍図根三角測量（Ｃ工程） 
 
（網図協議） 

第１５条  「乙」は、地籍図根三角測量を実施する場合は、あらかじめ地籍図根点等の

配点計画図（以下「平均図」という。）を作成し、「甲」の承認を得なければな

らない。 
 

（標識の規格） 

第１６条  地籍図根三角点には、鉄線入りコンクリート 10cm×10 ㎝×70 ㎝以上または、

プラスチック杭 9cm×9cm×70cm（難燃性でありＪＩＳ規格のものを標準とす

る。）を使用するものとする。 

２  屋上又は恒久的構造物等に設置する場合は、真鍮またはこれと同等以上の合

金（JIS 規格のものを標準）φ75mm×90mm 以上を使用するものとする。 

３  地籍図根三角点の標識設置については、予め「甲」に対して事前に協議を行

い、その承認を受けるものとする。 

４  標識設置箇所で基準点保護工が必要な場合には、予め「甲」に対して事前に

協議を行い、その承認を受けるものとする。また、保護工設置費用については、

変更対象とする。 

５  真鍮またはこれと同等以上の合金（JIS 規格のものを標準）φ75mm×90mm 以

上を使用する場合には、標識に「地籍図根三角点 たつの市」の 11 文字を入れ

るものとする。 

 

（観測及び計算） 

第１７条     観測はＧＮＳＳ測量機を用いて行い、平均図に基づき観測図を作成し作業を

行うものとする。 

２     計算は、３次元網平均計算により行うものとする。 
 

（工程管理、検査） 
第１８条   計算諸簿の点検及び検査は「地籍調査事業工程管理及び検査規程」によるも

のとする。 

２   検査のために必要な資料の提出その他の処置については、監督員の指示に従

わなければならない。 
３   地籍図根三角測量等において厳密網平均計算を行う場合は、計算ソフトの検

定等の証明写しを提出するものとする。 
 
 



 

（成果品） 

第１９条   成果品は次のとおりとする。（電子データ及び紙ベース） 
（１）基準点等成果簿写 
（２）地籍図根三角点選点手簿 
（３）地籍図根三角点選点図 
（４）地籍図根三角点平均図 
（５）地籍図根三角点観測図 
（６）地籍図根三角測量観測計算諸簿 
（７）地籍図根三角点網図 
（８）地籍図根三角点成果簿 
（９）精度管理表（精度管理表付図添付） 
（10）測量標の設置状況写真 
（11）使用機器検定証明書 
（12）使用プログラム検定証明書 
（13）検符及び押印の記録 

① 観測手簿・記簿 
② 精度管理表 
③ 地籍図根三角点平均図 
④ 成果簿 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第４章 一筆地調査（Ｅ工程） 

 

（業務概要） 

第１５条  一筆地調査の工程及び業務概要は下記のとおりとする。 

 

一筆地調査の工程 作 業 内 容 

作業計画 

地元説明会 

 

関係機関等との調整 

調査図素図等の作成 

現地調査の通知 

現地調査 

点検整理 

関係者名簿の作成 

案内文の通知 

関係者説明会の開催 

現地調査計画の作成 

法務局調査等 

調査図素図の作成 

調査図一覧図の作成 

現地調査票の作成 

現地調査の通知 

所有者，地番，地目，筆界の調査 

調査図等の作成 

 

点検整理 

 

（土地の立入） 

第１６条  本業務の実施にあたり他人の土地に立ち入る場合は、「甲」が発行する土地立

入証及び「乙」の身分証明書を携帯し、関係者の請求があったときはこれを提

示しなければならない。ただし、宅地又は垣、柵等で囲まれた土地に立ち入る

場合は、あらかじめ占有者に通知するものとする。 
 
（調査図素図等の作成） 

第１７条  調査区域の調査図素図作成は法務局備付けの公図（字図）を利用するものと 

する。また、分筆登記等により地積測量図が備え付けられていれば写しを取り 

確認するものとする。 

２   調査区域内の地籍調査票及び名寄帳の作成は、法務局の土地登記簿を利用す 

るものとする。 

３  立会日の２週間前までに「甲」に提出するものとする。 
 

 

 



（現地調査の通知） 

第１８条  「乙」は現地調査の実施を通知するため土地の所有者､その他の利害関係人又 

はその代理人に立会目的、日時等を記載した立会通知文を作成するものとする。 

２  「乙」は「甲」と十分打ち合わせの上、現地調査に着手する時期を決定し、作

業班毎にその日時、地番、所有者等を記入し、現地調査立会調書として作成す

るものとする。立会通知文は、立会日の２週間前までに「甲」に提出するもの

とする。 
３  調査日程については、筆数・面積等を十分に考慮し、日割及び作業班体制を

決定するものとする。その決定については、監督職員と協議を行うものとする。 
４   土地所有者への立会通知については、所有者（所有者が死亡の場合は相続人 

全員）及び共有者全員へ通知するものとする。また、住所不明者については監 
督職員と協議するものとする。 

 
（筆界表示杭等の設置） 

第１９条  筆界表示杭の設置は、原則として隣接の所有者等同士が立会いの上設置する 

ものとするが、設置個所がコンクリートのためドリル等特殊な機器が必要など 

やむを得ない場合は、ペンキ等で一時的な表示に留めるものとし、現地調査等 

において「乙」が設置するものとする。 

なお、設置の人件費に関しては、2024 年度地籍調査事業費積算基準書をもと 

に積算するものとする。 

２ 筆界表示杭及び識別番号札は、「乙」が使用する種別及び数量を考慮の上、調

達するものとする。予め「甲」に対して事前に協議を行い、その使用承認を受け

るものとする。 

 

（現地調査） 

第２０条  立会は「乙」の主導で行うものとするが、問題点等が発生した場合は監督職 

員を要請するものとする。 

２   各筆の現地調査は、調査図素図から毎筆の土地についてその所有者、地番、

地目及び筆毎の境界の調査及び筆界表示杭の設置を行うものとする。 
３  「甲」の指示または、「乙」の思考で、地積測量図、官民境界協定図面等を基

に、境界標の復元を行うことで現地調査が円滑に実施できる場合は、事前に復

元測量を行うものとする。なお、復元測量費用については、本業務に含むもの

とする。 
４   各筆の立会については、土地所有者その他の利害関係人又はその代理人の立会 

が確実となるよう努め、不備のないようにする。 
 



５  各筆の筆界の確認は、地籍調査における最も重要な作業の一つであり、調査

を円滑かつ迅速に実施するためにも、筆界の確認にあたっては特に入念に対処

するものとする。 

    ６ 現地調査に関する土地所有者及び利害関係人等からの協議・打合せ事項は、す

べて記録し保管するものとする。 

    ７ 「筆界未定」の処理については、安易に行うことなく、できる限り避けるよう

努めるものとする。 

 

（調査図作成） 

第２１条   境界標を設置したときは、その都度調査図素図の該当する箇所にその情報を

記録するものとする。 

２   調査図素図の標示が現地調査の結果と相違しているときは、当該表示事項を

訂正及び修正又は記録するとともに、次の場合には調査図素図に必要な事項を

記録して調査図を作成するものとする。 

     ・ 分割があったものとして調査する場合 

・ 合併（一部合併を含む）があったものとして調査する場合 

・ 新たに土地の表示の登記をすべき土地を発見した場合 

・ 滅失（一部滅失を含む）又は不存在地があった場合 

・ 地番を変更する場合 

・ 地目を変更する場合 

 

（地籍調査票の整理） 

第２２条   現地調査の経緯を記録するため地籍調査票に土地所有者､その他の利害関 

人又はその代理人に登記内容の確認を行った上、署名させるものとする。 

また、地籍調査において同意（承認）を得ることとされている次の場合には、

当該同意をした土地所有者又はその代理人あるいは、その相続人に署名させる

ほか地籍調査票に必要な事項を記録し、整理するものとする。 

・ 地番変更をする場合 

・ 分割があったものとして調査する場合 

・ 合併（一部合併を含む）があったものとして調査する場合 

・ 滅失（一部滅失を含む）又は不存在地があった場合 

２  再立会を行う箇所については、その当日、土地所有者､その他の利害関係人

又はその代理人に再度署名させるほか、立会時の経緯を記録するものとする。 

３   地番区域毎に現地調査を終えたときは、その都度地番（枝番号を含む）の順

序に編綴するものとする。 

 



（立会処理簿作成） 

第２３条   現地調査の立会状況を現地調査立会調書に取りまとめるとともに、筆界の確

認が得られない土地及び土地所有者等の立会のできない土地については、調査

の経緯等を記入し、再立会調書として作成するものとする。 

２    前項の再立会調書は、各作業班、町名（字名）毎、内容別（民民、県道､市道、

水路、官有地等）毎に整理し、「甲」に提出するものとする。 また、再立会

日程表は「甲」と十分打ち合わせの上で作成し、土地所有者等へ連絡すること。 

３   再立会の立会結果は、再立会調書に取りまとめるものとする。 

 

（成果品） 

第２４条   成果品は次のとおりとする。（電子データ及び紙ベース） 

(１)  法務局公図転写図 （閉鎖公図転写図・古図転写図含む） 

(２) 地元自治会及び市役所保管公図転写図（古図転写図含む） 

(３)  地積測量図写図 

(４） 土地登記簿写し （要約書・全部事項証明書） 

(５)  調査図素図 

（６） 調査図 

（７） 調査図一覧図 

（８） 地籍調査票（現地調査用） 

(９） 一筆地調査完了報告書 

（１０） その他（立会処理簿、立会通知先一覧表等含む） 

 

第５章 細部図根測量（ＦⅠ工程） 

 

（細部図根測量の方法） 

第２５条  細部図根測量は、多角測量法によることを原則とする。ただし、見通し障害

等によりやむを得ない場合には、放射法によることができる。 

 

（細部図根点の選定） 

第２６条  細部図根点は、後続の測量を行うのに便利であり、かつ、標識(名称：地籍細

部入り)の保存が確実である位置に選定するものとする。 

 

（細部図根点配置図等） 

第２７条   細部図根測量の結果は、図郭の区域ごとに、細部図根点配置図及び細部図根

点成果簿に取りまとめるものとする。 

 



（成果品） 

第２８条   成果品は次のとおりとする。（電子データ及び紙ベース） 
(１)  基準点成果簿写 

(２)  細部図根点選点図 

(３)  細部図根点平均図 

(４)  細部図根点観測図 

(５)  細部図根点観測計算諸簿 

(６)  細部図根点網図 

(７)  細部図根点成果簿 

(８)  精度管理表 

(９)  測量標の設置状況写真 

(１０)  使用機器検定証明書 

(１１)  使用プログラム検定証明書 

(１３)  検符及び押印の記録 

   ①観測手簿・記簿 

   ②精度管理表 

   ③細部図根点平均図 

   ④成果簿 

 

第６章 一筆地測量（ＦⅡ－１工程） 

 

（一筆地測量の方法） 

第２９条  一筆地測量は、放射法､多角測量法､交点計算法又は単点観測法によるものと

する。 

 

（基礎点の点検） 

第３０条  放射法による一筆地測量において、あらかじめ行う与点の点検測量は、ＴＳ

法による場合は同一の多角路線に属する他の細部図根点等までの距離の測定又

は、基準方向と同一の多角路線に属する他の細部図根点等との夾角の観測を、Ｇ

ＮＳＳ法による場合は、基線ベクトルの観測を行い、当該点の移動、番号の誤り

等の点検を行うものとする。 

 

（筆界点の位置の点検） 

第３１条  単位区域の総筆界点（多角測量法による一筆地測量により求めた筆界点を除

く。）から 2％以上を抽出して行うものとする。 

 



（成果品） 

第３２条  成果品は次のとおりとする。（電子データ及び紙ベース） 

（１） 一筆地測量観測計算諸簿 

（２） 筆界点成果簿 

（３） 筆界点精度管理表 

（４） 基礎点の点検リスト 

（５） 検符及び押印の記録等 

   ①精度管理表 

   ②基礎点の点検リスト 

   ③成果簿 

 

第７章 地籍図原図作成（ＦⅡ－２工程） 

（原図の作成） 

第３３条  原図は、仮作図を行い図形その他事項に誤りがないことを確かめ「甲」の確

認を得た後、地籍図の様式を定める省令に基づいて必要な事項を表示した上、原

図用紙に製図して作成するものとする。 

 

（製 図） 

第３４条  原図は、インクジェットプロッタを用いて作成するものとする。 

 

（成果品） 

第３５条  成果品は次のとおりとする。（電子データ及び紙ベース） 

（１）地籍図原図 

（２）地籍図一覧図  

（３）筆界点番号図（閲覧用含む 3部） 

 

第８章 地積測定（Ｇ工程） 

（地積測定の方法） 

第３６条  地積測定は、現地座標法により行うものとする。 

２  「乙」は地積測定を行うにあたり、一筆地測量成果に同座標点、無地番地等 

の誤りがないことを確認するものとする。 

 

（点検） 

第３７条  「乙」は地積測定を行った場合には、原則として単位区域ごとに、単位区域

を構成する各筆の面積の合計と当該単位区域の面積が等しくなるかを点検し精

度管理表の作成を行うものとする。 



（地積測定成果簿） 

第３８条  地積測定の結果は、地積測定成果簿に取りまとめるものとする。 

   ２  地積測定成果簿における地積は、平方メートルを単位とし、一平方メートル

の百分の一未満の端数を切り捨てして表示するものとする。 

 

（成果品） 

第３９条  成果品は次のとおりとする。（電子データ及び紙ベース） 

（１）地積測定観測計算諸簿 

（２）地積測定成果簿 

（３）地積測定精度管理表 

    （４）その他 

一筆地面積計算簿 

 

第９章 地籍図・地籍簿案の作成（Ｈ１工程） 

 

（地籍調査票の整理） 

第４０条  一筆地調査で作成された地籍調査票（現地調査用）を用い、調査前より調査

後への異動事項を登録の後、整合性の確認を行い、地籍図原図番号及び地積測

定成果簿より地積を登録し、地籍調査票（データ出力用）を作成するものとす

る。 

２  前項の地籍調査票（データ出力用）作成にあたり、地籍調査票（現地調査用）

と地積測定成果簿の地番を用いた整合点検を行い、一致していることを確認す

るものとする。 

 

（地籍簿案の作成） 

第４１条  地籍簿案は、地籍調査票、調査図、原図及び地積測定成果簿に基づいて、地

籍簿用紙に必要な事項を記載して作成するものとする。 

（成果品） 

第４２条  成果品は次のとおりとする。（電子データ及び紙ベース） 

（１） 地籍調査票（データ出力用） 

（２） 地籍簿案 

（３） その他 

       地籍フォーマット２０００ 

       地籍調査事務支援交換フォーマット（たつの市使用システム対応形式） 

結果閲覧表（地籍簿案名寄せ形式、一覧名簿含む） 

※たつの市使用システムは国土情報開発㈱製である。 



 

第１０章   検   査 

 

（検 査） 

第４６条  全作業完了時、「乙」において十分な自社点検を行った後、「甲」の検査を受

けるものとする。 

２  修正箇所がある場合は、「乙」は速やかに修正を行うものとする。 

 


